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足下の国際情勢認識
• 足下、世界単一市場を目指す新自由主義の時代から、分断が進みうる国家関与・安全保障が重視される時代にシフト。

「与えられた自由貿易」から、自由貿易を自ら担保する「掴み取る自由貿易」の時代に。

• 米国は、自国第一主義を継続。これまで自由主義的な国際秩序を主導してきた欧州も保護主義的な姿勢を見せる。対し
て中国は、自由貿易の振興やGSの盟主を標ぼうしつつ、輸出管理を強化、非市場的措置を駆使して影響力を拡大。
技術や人材、グローバルサウスをめぐる競争も激化し、中国におされている。

主要な動向

地政学的行動の増加とサプライ
チェーンリスクの高まり

国境措置の更なる増加

自国産業の保護・支援強化

技術覇権争いの激化

移民政策の変化による高度人
材獲得機会の増加

グローバルサウス諸国を巡る競争
の更なる激化
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足下1年の動きの全体像

: 縮小

: 拡大

: 人の動き : 貿易/
資源の動き

: 技術に
関する動き

: 地政学的
な動き

: 金銭的な
動き

グローバルサウス（GS）諸国

国際機関 (WTO 等)

中国主導の国際機関 (AIIB 等)

米国   欧州          等中国

関税対立

貿易規制

移民制限
国内産業の保護・
技術覇権競争に
対応した支援

国内産業の保護・
技術覇権競争に
対応した支援

国内産業の保護・
技術覇権競争に
対応した支援

技術競争

支援
拡大

資源
獲得

勢力
拡大

関税対立

貿易規制

移民制限

支援縮小

選択的
支援

資源
獲得

勢力
縮小

移民
制限

選択的
支援

資源
獲得

勢力
縮小

移民
制限

技術競争
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多極化する世界を連結する国に
：米中への対応と自由貿易等を進める「ハイブリッドな通商戦略」を推進

米、中

ミドルパワー
先進国

豪・加・英・韓・
EU諸国等

※豪加英:CPTPP加盟国

⇒規範・ルール形成の
主導

グローバルサウス
⇒地域戦略に基づく

対応

日本

成長の促進

信頼蓄積と不可欠性獲得の
好循環を実現・

多角化による自律性向上
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通商戦略2026

○ 世界単一市場を目指す新自由主義の時代から、分断が進みうる国家関与・安全保障が重視される時代にシフトする中でも、
「信頼できる経済パートナーで在り続ける」と共に、｢世界の課題解決を通じて日本の世界における付加価値を最大化｣ する
通商戦略の目標を引き続き追求し、日本と世界の共栄に向け、官民投資ロードマップと連動しながら、成長戦略に貢献

○ そのために、大国を含め真に自由で互恵的な「信頼できる経済圏」の構築と、輸出拡大にも通じる積極的な「グローバルな危
機管理投資・成長投資」に取り組み、 FOIPへの貢献も通商戦略の目標と位置づけ、進化したFOIPの具現化にも貢献

○ 足下の米中への対応等を行いつつ、自由貿易と法の支配（ルールベース）の取組を進める「ハイブリッドな通商戦略」を推進

「信頼できる経済圏」の構築
（経済連携・連結性の強化）

「グローバルな危機管理投資・成長投資」
（強靱なサプチェン構築）

国
内

官民投資ロードマップ（戦略17分野でのグローバル市場獲得に向けた戦略構築）

インド洋・アフリカ経済圏イニシアティブ

⚫ グローバルサウス諸国とのEPA交渉の推進

⚫ CPTPPの新規加入の推進・協定のアップグレード等

EPA交渉の推進とCPTPPの戦略的活用

⚫ インド洋諸国との協力強化、インド洋・アフリカ経済圏の連結性の強化、共
創・共業を基礎とした域内産業の発展と雇用創出

アジア経済・エネルギー・資源強靱化構想（AZEC2.0）
⚫ アジア・エネルギー・資源供給力強靱化パートナーシップ（パワー・アジア）

⚫ 戦略17分野の海外戦略とASEANの意向を踏まえ、双方の重要産業分野で、R&Dか
ら人材育成、投資支援、ビジネス環境整備まで一体的に支援。

アジアのサプライチェーン強靱化支援

⚫ 資源国との連携による重要鉱物プロジェクト組成

⚫ 同志国間でプライスフロア等の貿易政策・メカニズムの検討

⚫ 「ビジネスと人権」含む非価格要素の取組の推進

重要鉱物等のサプライチェーン強靭化

⚫ 国・地域別戦略の構築と海外市場での事業展開支援・人材投資

（日米戦略的投資イニシアティブ、GS補助金の拡充・重点化・成果発信、人材育成・獲
得支援の強化、共通知識基盤創設、サーキュラー・GX等の具体プロジェクトの推進）

⚫ 経済安保推進法改正（重要海外事業支援制度の導入）

⚫ イノベーション・エコシステムの構築（ホライズン・ヨーロッパの準参加や
アジア太平洋イノベーションコミュニティの形成）

⚫ 同志国連携に資する防衛装備・産業協力

戦略17分野のグローバル官民投資の実践

⚫ 「エネルギー供給側」に加え、「需要側（産業高度化・サプライチェーン強靱
化・イノベーション）」までスコープを拡大

⚫ アジアエネルギー強靱化に向けた取組（ERIAやIEAと連携）

⚫ 産官学プラットフォーム構築に向けた官民フォーラムを開催

連動 連動

OECD、G7・G20、国連関連機関等との連携
⚫ OECD、G7・G20、国連関連機関等と連携した国際的なルール形成の推進



⚫ 対外経済政策（日本企業が活躍する環境・ルール整備、日本企業の海外展開支援等）の目標は、実質
賃金上昇などに向けて国内産業の高付加価値化を目指す経済産業政策を前提としつつ、一義的には
DX・GX等の「世界の課題解決を通じて日本の世界における付加価値を最大化」すること。

⚫ また、国際経済秩序が揺らぎ不確実性が高まる今だからこそ、我が国は「不確実な世界においても信
頼できる経済パートナーで在り続ける」との国際社会におけるビジョンを掲げる。

⚫ その上で、上記を前提とすると、まず重視すべきKPIは、貿易・サービス輸出額及び対外直接投資収
益。また、高付加価値型の経済・産業構造の実現に向けた輸出・海外展開等の促進といった観点から、
交易条件(輸出物価/輸入物価)も通商政策のKPIと位置づける。さらに、世界の課題解決への貢献や、
国際社会における信頼性といった無形の価値も重視していく。

⚫ さらに、国際情勢が厳しさと複雑さを増す中で経済安全保障の確保がますます重要になる。重要な資
源・物資の安定供給の確保・調達源の多様化など、特定の国・地域に過度に依存しない対外経済関係
を確保すること（自律性の確保）、産業バリューチェーン全体を視野に入れて、我が国の優位性、不
可欠性を活用した事業の海外展開を戦略的に行い諸外国の社会課題解決に貢献すること（不可欠性の
確保）は、｢日本の世界における付加価値を最大化する｣上での重要な基盤。
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(参考)対外経済政策（通商戦略）の目標における補足①



⚫ 日本経済の成長・発展に向けて、通商政策を含む経済産業政策全体として、対内直接投資を含む国内
投資は重要である。2040年の国内投資200兆円目標を追求し、日本の技術・イノベーション力強化、
産業の高付加価値化・生産力増強を達成する中で、国民所得向上・賃上げを達成していく。

⚫ その際、通商政策は、輸出先確保を通じて、生産力を増強する国内投資を支える取組となり、KPIの
｢貿易・サービス輸出額｣は、国内投資が達成された結果でもあり、国民所得向上に向けたインプット
でもある。国内産業政策と通商政策の内外一体の経済政策が重要である。

⚫ また、｢輸出｣と｢対外直接投資｣による外貨の獲得は、国民所得の向上に加えて、資源・エネルギーや
食料の輸入が必須な中、経済の安定のために重要である。資本移動の自由化により外貨の調達方法は
多様化したが、経常収支が大幅に悪化すれば、基軸通貨ではない円は大幅に減価する可能性があり、
中央銀行の大幅利上げの必要性などで景気悪化を招きうる。

⚫ ｢輸入｣については、｢国内投資｣や「輸出」を促進する政策を講じる中で、賃上げに伴う購買力増加、
生産に伴う調達により、輸出とともに自然と増加すると想定される。その上で、高付加価値拠点化に
向けた「国内投資」と相まった「輸出」と、軽工業等の「対外直接投資」と相まった「輸入」など、
交易条件の改善に資する輸出入を促進していくことが重要。

(参考)対外経済政策（通商戦略）の目標における補足②
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エネルギー強靱化に向けた我が国の対応（中東とアジアのハブ機能）

グローバルな「危機管理投資」・「成長投資」（グローバルサウス実証補助等を通じた日本企業による技術的関与）

＜AZEC＞

⚫ 4月、エネルギー強靱化に関するAZEC＋オンライン首脳会合
を開催。高市総理大臣から 「アジア・エネルギー・資源供給
力強靭化パートナーシップ（POWERR Asia: Partnership On Wide 

Energy and Resources Resilience Asia）」の立上げを発表。

＜POWERR Asia＞※金融支援等約100億ドルの協力等→最大で年間約

12億バレル分が輸入可能に（ASEANの約1年分の原油輸入量に相当)。

⚫ 緊急対応 原油・石油製品等の調達やサプライチェーン維持の
ための貸付、保険提供、投融資、緊急円借款。国際機関と連携。

⚫ 5月、赤澤経産大臣は、サウジアラビアのファイサル外務大臣、
アブドルアジーズ エネルギー大臣、UAEジャーベル産業・先
端技術大臣兼ADNOC（アドノック）CEO兼日本特使と会談。

⚫ 高市総理の親書を踏まえ、両国に5点を提案し、エネルギー強
靱化に向けた協力を進展させる基本的な方向性で一致。

(1)原油等の安定的な供給拡大

(2)産油国共同備蓄の迅速な補充、

(3)日本での原油備蓄の拡大

(4)「POWERR Asia」に基づくアジア諸国での備蓄の拡大

(5)代替ルートの増強・確保等に向けた連携

⚫ 特にサウジアラビアとは、協力具体化に向けたタスクフォース
立ち上げに合意し、第1回会合を事務レベルで開催。

⚫ また、山田経産副大臣が、UAE・カタール・クウェート・オ
マーンで各国エネルギー大臣等と会談。原油等の安定供給の働
きかけや「POWERR Asia」を活用した生産施設・代替ルート
への金融支援に係る議論を実施、前向きな反応を得た。

⚫ 特定国が世界にエネルギー制約を課し、経済的威圧を行う動きに対し、産油国・消費国が総力を挙げ、無効化しよ
うとする新しい構造が生まれつつある。

⇒ AZECそしてPOWERR Asiaを活用して、経済的威圧に屈することなく安定的なエネルギー市場を望む中東及びア
ジアの双方を我が国がつなぎ、産油国と消費国が協力してエネルギー需給の強靭性を高める新たなサプライチェー
ンを築き、原油等の備蓄を含むルール作りを主導して「信頼できる経済圏」の構築を目指す。

ハブ機能

産油国（中東） 消費国（アジア）

ルール作り

「信頼できる経済圏」の構築

＜具体案件＞

①ベトナム・ニソン製油所の第三国からの原油調達についてNEXIを通じた
金融支援の方向で一致。②ERIA、JOGMEC、JBIC、日本企業の参画の下、
フィリピンと同国の国家備蓄及びASEANにおける共同備蓄に関する協力等。

⚫ 構造的対応→経済・エネルギー強靭性の視点を加えた“AZEC2.0”へ

原油備蓄・放出システム構築、備蓄タンク等建設・利用、中東
産油国の生産能力回復、重要鉱物、次世代太陽光、バイオ燃料、
SMR等のエネルギー源多様化、省エネ投資・新技術導入を通じ
た産業の高度化等。JOGMEC、国際機関（ERIA等）と連携。
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重要鉱物の安定供給確保に向けた我が国の対応

⚫ レアアースをはじめとする重要鉱物は自動車や半導体等の我が国の産業活動に必要不可欠。地理的に偏在する鉱山の開発
や、製錬・分離精製工程といったサプライチェーンの多くが特定国に集中してきた中、輸出管理措置等により重要鉱物の
供給が不安定化。

⚫ 日本は、過去の経験を踏まえ、これまで重要鉱物の供給源多角化のために広く資源外交を展開。また、近年の輸出国の重
要鉱物にかかる貿易管理措置を踏まえ、欧米諸国をはじめとする同志国は代替供給源形成支援のための基金や資金提供を
用意。

⇒ 同志国や資源国との連携を強化しながら、鉱山開発から製錬、加工に至るまでの一連のサプライチェーンを国内及び同志国と確
保するとともに、供給途絶を回避するための国家備蓄の強化、リサイクルの推進及びそれに必要な国内製錬所の維持･強化に取り
組む。また、重要鉱物にかかるプライスフロア等の貿易政策・メカニズムや、中流・下流産業の競争力維持・強化のための方法
を議論。本年6月のG7サミットでも、高市総理が提案したG7間での重要鉱物備蓄に関する共同協力メカニズムの立ち上げを合意。
これらの取組を通じて、重要鉱物の安定供給を確保し、強靱なサプライチェーン構築を図る。

再資源化拠点等の構築・ネットワーク形成
国内での循環資源の回収拡大や不適正な国外流
出抑制
再生材需要の創出・拡大を起点とした市場形成
海外での二次原料製錬等事業のリスク低減策

安定供給確保支援基金（重要鉱物） 、JOGMEC※出資金による支援に
よりプロジェクトの組成（既存の出資制度の枠組みの見直しを含む）
供給途絶を回避するための国家備蓄の強化

経営層のコミットメントや自社サプライ
チェーン強靱化などに向けた取組、情報
提供、企業間の対話の促進
供給源多角化に向けて必要となるサプラ
イチェーン立上げ・切替等に係る支援

対応策

鉱山は地理的に偏在し、特定国
に供給を依存
カントリーリスクや価格ボラ
ティリティーが高く事業リスク
があり、プレイヤーも限定的

多くの重要鉱物
で、製錬工程を
特定国に依存

代替供給源からの物資は従来品
に比して価格が高く、各企業に
おいて材料切替のコストが発生

質・量の確保とコスト低減が課題。
海外事業への参画は、①原料の安定確
保の難しさ、②技術的ハードルの高さ、
③経済性の不確実性の大きさ等の事業
リスクあり

※独立行政法人 エネルギー・金属鉱物資源機構

鉱山

重要鉱物サプライチェーン

製錬

資源循環

加工（製品）

現状の
課題

馬・仏レアアース
製錬施設等

日・アジア各国での
磁石生産

豪・レアアース鉱山



17分野への危機管理投資

外貨収入増・為替安定化・資源等確保

（輸出対価、直投収益、重要物資輸入）

GS諸国のサプチェン強靭化
⚫ アジア強靭化パートナーシップ（POWERR Asia）
⚫ インド洋・アフリカ経済圏イニシアティブ
⚫ グローバルサウス補助金の活用

経済連携強化
⚫ CPTPPの戦略的活用
⚫ EPA交渉の推進

有志国連携強化
⚫ AZEC2.0（エネルギー・資源強靭化構想）
⚫ 対米投資フレームの着実な実行
⚫ 重要鉱物サプチェン強化（プライスフロア等）

信頼できる経済圏の構築
（進化したFOIPの具現化）

⚫ 日本成長戦略によって、①国内での「危機管理投資」「成長投資」により、世界で戦える強靭な産業構造を
実現するとともに、②日本の財・サービスが選択される「信頼できる経済圏」を構築することで投資回収を
強固なものとしていく

⚫ このことは、外貨収入を引き上げることで為替の安定化にも貢献

×
分野横断的課題への対処

（新技術立国、SU、人材等）

国内

事業収益/所得/税収増⇑

成
長
の
果
実

再
投
資

国内好循環

輸出増

（不可欠性構築）

サプライチェーン連結

（対外直投、経済連携強化）

国内外
の好循環

日本成長戦略によって目指すべき「国内外の好循環」の姿
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（参考）AZECの機能強化（アジア経済・エネルギー強靱化）

⚫ アジア地域のエネルギー安全保障、経済成長、脱炭素化・エネルギートランジションの同時実現に

貢献すべく、①地域大での政策協調とともに、②日本技術によるエネルギー供給側の具体的なプロ

ジェクト創出を目指す取組。

⚫ 足下の中東情勢により、アジア諸国はエネルギー危機に直面。アジアからの期待に応える枠組みと

して、「エネルギーレジリエンス強化」にも重点をおく。

⚫ アジアへの中国の影響力が強まる中、「サプライチェーン含めた経済のレジリエンス強化」、「危

機管理投資を通じた産業高度化」が重要。エネルギー・電力・産業の「需要側」の取組に注力。

例）アジアで高まる電力需要に応えるためのSMRやLNGの導入と、AI・データセンター投資やイノベーション創出を同時に

実現。

10
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（参考）海外の成長市場獲得に向けたJETROの体制強化

⚫ 政府が策定する国・地域別戦略を踏まえ、海外での日本企業の事業展開を後押しする取組を担うJETROについて

は、海外拠点をはじめとする体制の強化が求められている。

⚫ とりわけ、コンテンツ分野や農林水産物・食品分野などの成長・戦略分野においては、既存の海外拠点を中心に

人員配置や支援機能の強化が必要である。

⚫ また、拠点網の観点では、JETROの海外拠点数は76事務所（56カ国）であり、KOTRA（韓国貿易投資振興公

社）などと比較してその広がりの面で課題が見られる。こうした中、グローバルサウスとの共創をはかり、海外

の成長市場における事業機会の獲得を戦略的に進めるためには、拠点網の拡充を進めることも急務である。

出所：JETRO作成

現在のJETROの拠点



４月10日 「日本の食輸出１万者支援プログラム」 ポータルサイト オープン

登録した企業への支援情報等の提供開始 https://www.jetro.go.jp/ag_ichiman-export.html 12

（参考）「日本の食輸出1万者支援プログラム」の創設

⚫ 高市総理から赤澤大臣への「農水大臣とも協力して、農林水産物・食品の輸出拡大に取り組むように」という指示を

踏まえ、経産省において、部局横断のチームを省内に設置。農水省とも連携し、農産品等の輸出拡大を加速。
※ 2025年の農林水産物・食品の輸出実績は1.7兆円（前年比+13%）。 特定国依存を避けつつ、2030年５兆円目標の達成に向け、取組を強化

- 特に加工食品の輸出 -

⚫ 農林水産品そのものの輸出に加えて、加工度の高い高付加
価値化産品の輸出促進

⚫ 食品製造業者や水産加工業者などによる高付加価値化に向
け活用可能な施策＊  の拡充

- 掘り起こし強化による裾野拡大 -

⚫ 経産省・農水省の双方の組織（経産局、農政局等）・施策
を総動員することで、輸出に取り組むプレイヤーの裾野を拡大

⚫ 電子商取引サイト等による支援サービスの拡充、インバウンド
向けの購入誘導強化による輸出機会の創出・拡大

 ※  JETRO支援により初めて輸出実現した事業者の６割が、電子
商取引サイトを通じて実現。裾野拡大に大きな効果

- 現地系商流への売込みの強化等 -

⚫ 非日系の商流やフロンティア市場を含む有望 市場へのアクセス
を確保するため、JETROの海外拠点・人員配置を強化
(→現地ネットワーク構築等)

⚫ 植物工場等のフードテックや、冷蔵・冷凍品の輸出に資する
コールドチェーンの構築に対して、技術開発や海外実証を支援

⚫ インフルエンサー等を活用した日本の食（ノングルテン米粉等
を含む）のオールジャパンでのブランディングと魅力発信

３本柱の取組

JETRO等が取り組む食品輸出拠点の設置状況

電子商取引サイトに日本産
品の特設コーナーを 設置し、
プロモーションを実施

輸出初心者向けの支援ツール例

経産省、農水省合同で、
支援施策のガイドを 示し
た「農林水産・食品支援ガ
イドブック」を公表

「農林水産・食品支援ガイドブック」提供

※ 海外16拠点(10か国・地域)。常勤16名

＊ 新事業・ものづくり商業サービス補助金、成長加速化補助金、
中堅・中小成長投資補助金 等

１．海外における日本産品の新たな需要開拓 ２．輸出プレイヤーの増加 ３．海外ニーズに適った付加価値の向上

https://www.jetro.go.jp/ag_ichiman-export.html
https://www.jetro.go.jp/ag_ichiman-export.html
https://www.jetro.go.jp/ag_ichiman-export.html


＜日本の経済連携の推進状況＞ ＜日本のFTA等カバー率（2025年）＞

（参考）日本の経済連携の推進状況
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⚫WTOにおける貿易自由化交渉が停滞する中、日本は2000年代以降、バイ・マルチのEPA交渉に注力。

⚫現在、日本は51か国との間で22の経済連携協定を署名・発効済。

⚫ 2025年の日本のFTA等カバー率は約8割。 ※FTA等カバー率＝全貿易額に占めるEPA/FTA署名・発効済国との貿易額

の割合。

⚫日本は、CPTPPや日EU・EPAを通じて、質の高い通商ルールを構築。また、2026年2月に署名したバングラデ
シュや、2026年３月に交渉妥結したUAE、交渉中のトルコ、GCC等をはじめとする新興国とのEPA交渉も通
じ、自由貿易圏の更なる拡大を目指す。

財務省貿易統計（2025年１月～12月）より経済産業省作成。
小数第1位を四捨五入のため、合計は必ずしも100%とならない。



⚫CPTPPは高いレベルの市場アクセスとルール（デジタル・国有企業等）を持つメガEPA。自由で公正な経済秩序の構築に寄与。

⚫CPTPPの今後の課題は、「新規加入」と「協定の一般見直し」。

⚫新規加入については、①協定のハイスタンダードをみたす用意があること、②貿易に関するコミットメントの遵守する行動を示してき
ていること、③CPTPP締約国のコンセンサスに基づいて決定がなされることという「3原則（オークランド原則）」に基づくことが
CPTPP参加国間の共通認識。

⚫一般見直しについては、 2025年11月の閣僚委員会において、電子商取引、サプライチェーン強靱化等の分野で協定改正を通じた規律
の強化を決定。また、市場歪曲的慣行への対応等について協定改正を伴わない見直しを進めることを決定。

⚫中国、台湾、エクアドル、コスタリカ、ウルグアイ、ウクライナ、インドネシア、フィリピン、UAE、カンボジアの10エコノミーが加
入要請済。2024年11月にコスタリカの加入交渉が開始し、2026年5月に実質合意に至った。2025年11月の閣僚委員会において、ウ
ルグアイの加入手続を開始することともに、UAE、フィリピン及びインドネシアについても、適切であれば2026年に加入交渉を開始
することが決定。

（参考）CPTPP一般見直し・加入交渉の進捗

＜CPTPPの経済圏規模＞
人口：     約5.8億人
GDP：    約14.7兆ドル
貿易総額：約8.7兆ドル
※11か国＋英国の合計値

（出典：IMF2022年）
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：CPTPP参加国

：加入作業部会立ち上げ済の国

：加入要請エコノミー

※議長国(批准順)：加(2024)→豪(2025)→越(2026)→ペルー(2027)→馬(2028）



グローバルサウスに係る通商戦略の方向性
⚫ FOIPの進化を具現化する鍵の一つは、グローバルサウスとの連携強化。これまで、R5年度から毎年10億ドル

措置するGS補助金で79カ国で計423件の実証事業等を支援。今後、成果を可視化して国内外に発信。

⚫ これら実証事業等を基礎に、地域戦略や成長戦略17分野の官民投資ロードマップとも連動しながら、①プロ
ジェクトの事業化、②事業者･実施国の裾野拡大、③事業の横展開を図りつつ、これらの基礎となる④GS諸国
とのアカデミア連携による共通知識基盤の創出を目指す。

アフリカ地域にて実施中の物流デジタル連結性強化による資源循環形成に関する調査事業を行い、その上で、G20の直近
4年間の議長国が、GS国（22年インドネシア、23年インド、24年ブラジル、25年南ア）であることを踏まえ、バッテリーの
リサイクル等、GSでの循環経済システムの構築の方法論をG20へ政策提言を実施。G20に連続性ある政策基礎を提

供するGSのシンクタンクとの連携を、日本が主導することを要請されている。

循環経済

タイにて、日本発の新型リサイクルシステムを導入し、再生PETボトルの製造実証を行い、日系飲料メーカーへの供給を行う事
業。日本発のPETリサイクル技術をASEAN及び国際的なデファクト標準とすることを目的とし、 PET原料最大手の現地
パートナーと協業し、製造会社を設立。

循環経済

南アフリカ・アンゴラを始めとしたアフリカ地域にて実証中の、スタートアップ企業による、SAR衛星を利用した効果的な鉱業運営
モニタリングシステム事業。
天気や昼夜に関係なく、地面の変化を調べられる衛星（SAR衛星）の提供により、鉱山開発時の地盤変動等を常時把握
し、安全・リスク管理による安定操業を通じて、鉱山開発・生産の効率を高める。

鉱山管理・防災・宇宙

①プロジェクトの事業化
- 金融機関との連携により持続
  的な事業ファイナンスを実現

②事業者・実施国裾野拡大
- スタートアップやフロンティ
  ア市場での事業拡大

③事業の横展開
-国際的なルールメイキング 
で「点」から「面」へ展開

④「共通知識基盤」の創出
-GS諸国のアカデミア連携を
 主導し、各国の政策形成力を 
 支える知識基盤を構築

マレーシアにて実証中の、製油所で発生する使用済み石油脱硫触媒から、特定国への依存度が高いバナジウム・モリブデン
回収事業。事業リスクの大きさ毎にプロジェクトを切り分け、JOGMEC支援やJBIC融資、GS補助金の有効な使い分け、
継続的な政府支援を得ている。

レアメタル

具体的な事業例
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（参考）共通知識基盤の設立の要請

• 2022〜2025年にかけて、インドネシア・インド・ブラジル・南アフリカが連続してG20議長国を務めたことで、Global South の課題

（デジタル化、エネルギー・気候（GX)、食料、金融、インフラなど）が国際議論の中心に浮上。

• しかし、各年の議長国主導の取組は継続的な知的蓄積につながらず、政策議論の一貫性が不足。また、Global South は自国の

経験を反映する知識基盤が弱いため政策主体性が確立しにくい。

• このため、日本の武蔵野大学国際総合研究所（MIGA）が、G20の公式エンゲージメント・グループであるT20（シンクタンク等）や

G20ソーシャル（非政府主体等）で継続的な活動を行っており、G20の議長国を務めたGlobal Southの４カ国（インドネシア・イ

ンド・ブラジル・南アフリカ）の主要研究機関と日本の研究機関が連携しての、グローバルサウスの視点から国際アジェンダを提言す

る共通知識基盤の設立が、G20エンゲージメントグループの関連会議において議論がなされ、要請されている。

国 G20議長年 地域的位置付け 共通知識基盤への貢献内容

インドネシア 2022年 東南アジアの有力国・G20・ASEAN橋渡し 製造業（自動車）・鉱物・エネルギー資源・デジタル化・
ASEAN諸国との連携

インド 2023年 南アジアの大国・グローバル・サウスの旗手 IT産業・製造業（半導体）・鉱物・エネルギー資源・IT
人材

ブラジル 2024年 ラテンアメリカ最大の経済国 エネルギー資源・製造業（自動車、航空）・バイオ・生物
多様性

南アフリカ 2025年 アフリカ唯一のG20メンバー アフリカ域内自由貿易（AfCFTA）・鉱業・不平等問
題・製造業

日本 ファシリテーター 先進国とGlobal Southの橋渡し 研究・学術ネットワーク・技術協力・人材育成、政策課題
発掘

近年のG20議長国と共通知識基盤への貢献
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• FOIPのビジョンの下、成長戦略と連動させながら、また、同盟国・同志国との連携・補完を図りながら、日本政府が本提言

を踏まえた力強い外交を展開することを期待する趣旨の提言（詳細以下）を経団連が発出。

（参考）グローバルサウスとの連携強化に関する経団連提言（2025年12月）

１．連携強化すべき重点国・地域の選定（以下を重視）

（１）外交・安全保障の強化
①CPTPPの深化・拡大への貢献、②FTA・EPAの締結・交渉状況、 ③ODA供与実績、

④政府安全保障能力強化支援（OSA）の 対象、⑤シーレーンの安全確保等、⑥サ

イバーセキュリティ対策

（２）経済安全保障の確保
①特定重要物資のサプライチェーンの強靭化、②主要穀物等の食料の安定供給源、③
LNG等エネルギーの安定供給源、④サイバーセキュリティ対策、⑤海底ケーブル等のデジタ
ルインフラの連結性確保

（３）カーボンニュートラル（ＣＮ）の実現
①水素・アンモニア等クリーンエネルギー、②二国間クレジット制度（JCM）のパートナー、
③CN/ネットゼロ排出に向けた多様で現実的な道筋の理解

（４）社会課題解決と持続的成長の好循環の形成
①市場としての成長見込み、②日本からの輸出・投資実績、③デジタル、AI、ヘルスケア
等の分野での国際標準、規制・制度の調和、④人材育成、人的資源の補完性等を踏ま
えた人材交流、⑤防災対策の知見共有

（５）デジタル技術の振興・実装による国力の向上
①サイバーセキュリティ対策、②海底ケーブル等のデジタルインフラの連結性確保、③デジタ
ル、AI、ヘルスケア等の分野での国際標準、規制・制度の調和、④データに対する基本的
考え方・理念の共有等

２．アクションプランに基づく力強い外交の展開

（１）トップ外交の展開・官民フォーラムの開催
総理・大臣の外遊、要人の招へい、それらにあわせた官民フォーラムの開催（各国の経済発
展戦略の策定段階からの関与に向け、2027年国際園芸博覧会、2030年G7サミット、
2031年APEC等の活用）

（２）経済連携協定の締結
メルコスールとのEPAの2026年前半の交渉開始をはじめGS諸国におけるEPA・FTAの促進、
CPTPPへのGS諸国の加入の後押し

（３）質の高いインフラシステムの展開
「2030年にインフラシステム受注額45兆円」の政府目標に向けた取組促進、 国際協力機
構（JICA）、国際協力銀行（JBIC）、日本貿易保険（NEXI）等の資金協力による
企業のリスク対応能力の下支え

（４）国際ルール・標準の形成
GS諸国のニーズを汲み取った、汎用性の高いルールの国際展開、規格・基準の統一や規
制・制度の調和の主導

（５）第三国との協力
日本単独では展開が難しいＧＳ諸国・地域（例えばアフリカ）に対して、欧米企業やGSの
第三国（例えばインド）との協業による市場開拓

（６）人材の育成・交流の推進
進出日本企業によるGSにおける人材育成、日本への高度人材の戦略的誘致（スタートアッ
プ含む）、優秀な留学生等の受入の秩序ある促進



• 同地域は、ASEANを中心として日本企業が投資を特に積み重ねてきている地域であり、累積投資によって形成されたサプライチェーンを最大
限活用し、日系製造業の競争力を維持･強化していくことがまず重要である。

• ホルムズ海峡を通る原油の８割程度がアジア向けで経済・エネルギー等への影響が甚大。「アジア・エネルギー・資源供給力強靱化パート
ナーシップ」（POWERR Asia）の下、サプライチェーン維持や、エネルギー安全保障の確保、経済の強靭化に向けた協力を進め、AZEC 2.0を
実現していく。またAZEC 2.0の下、GX製品・技術の国際展開の推進や、JCM等を活用した二国間関係の深化にも取り組んでいく。

• さらに、相手国ニーズに応じたインフラ開発協力等によって成長ポテンシャルを取り込みつつ、 AI・デジタル基盤等の戦略的不可欠性確保に
向けた連携強化も図っていく。 

連携に向けた有望分野 主なアクションの概要

インドネシア 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サイバー
セキュリティ、マテリアル（重要鉱物・部素材）、
AI・半導体、コンテンツ、航空・宇宙、防災・国土
強靭化

• HEV・バイオ燃料等マルチパスウェイ推進により、自動車の競争力を維持･強化
• AZECを推進力に、エネルギー安全保障の確保と脱炭素化を実現しつつ、LNGの安定調達を確保

• ニッケル等の鉱物資源の高付加価値化プロジェクト組成と下流化を目的とした輸出規制撤廃呼びかけ
• コンテンツ分野の市場展開を推進

フィリピン 資源・エネルギー安全保障・GX 、デジタル・サイ
バーセキュリティ、マテリアル（重要鉱物・部素材）、
AI・半導体、航空・宇宙、防衛産業、防災・国土
強靭化

• HEV等マルチパスウェイ推進により、自動車の競争力を維持･強化
• 安全保障上重要なパートナーである同国において、信頼できるインフラを構築（通信、脱炭素分野等）
• AZECを推進力に、原子力やLNG、洋上風力などエネルギー源の多様化を進めつつエネルギー安全保障の確保を実現
• ニッケル鉱石の安定供給確保など、政策変更による既存投資ビジネスへの悪影響回避

タイ 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サイ
バーセキュリティ、マテリアル（重要鉱物・部素
材）、AI・半導体、コンテンツ、創薬・先端医療、
航空・宇宙、防災・国土強靭化

• HEV・バイオ燃料等マルチパスウェイ推進等により、自動車の競争力を維持･強化
• AZECを推進力に、バイオ燃料や省エネの導入などを推進しつつエネルギー安全保障の確保を実現
• 両国で共通する少子高齢化社会を見据えたビジネス機会の取り込み（医療分野等）
• サイバー分野、コンテンツ分野及び宇宙分野の市場展開を推進

マレーシア 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サイ
バーセキュリティ、マテリアル（重要鉱物・部素材）、
AI・半導体、航空・宇宙、、防災・国土強靭化

• HEV等マルチパスウェイ推進により、自動車の競争力を維持･強化
• AZECを推進力に、エネルギー安全保障の確保と脱炭素化を実現しつつ、LNGの安定調達を確保

• レアアースの精錬事業や上流開発協力を推進（JICA、JOGMEC等）

ベトナム 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サイバー
セキュリティ、マテリアル（重要鉱物・部素材）、AI・
半導体、創薬・先端医療、航空・宇宙、防災・国土
強靭化

• 不足するインフラ事業（ガス火力、原発、都市開発等）への参画支援、宇宙分野の市場展開を推進
• AZECを推進力に、エネルギー安全保障の確保と脱炭素化を実現し、工業団地の脱炭素化を推進

• 現地人材の育成、日本で不足する技術・高度人材の補完
• HEV等マルチパスウェイ推進により、自動車の競争力を維持･強化

カンボジア 資源・エネルギー安全保障・GX、AI・半導体 • 低い労働コストを反映した、タイ・中国中心の日系企業のサプライチェーンの最適化
• AZEC構想下での脱炭素インフラ開発への参画
• AI分野におけるGS補助金、JETRO事業等によるプロジェクト組成・支援

シンガポール 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サイバーセ
キュリティ、AI・半導体、量子

• AIを含む先端技術のエコシステムとして、起業家支援、テック系事業への投資拡大を支援
• AZECを推進力に、エネルギー源の多様化等を通してエネルギー安全保障の確保を実現 18

アジア大洋州地域戦略の方向性

※赤字はMP採択済みの分野主な国別アクションプラン・イメージ
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南西アジア地域戦略の方向性

※赤字はMP採択済みの分野

連携に向けた有望分野 主なアクションの概要

インド 資源・エネルギー安全保障・GX、
AI・半導体、デジタル・サイバーセ
キュリティ、マテリアル（重要鉱物・
部素材）、コンテンツ、先端医療・
創薬、航空・宇宙、量子、防衛産
業

• 市場獲得に向け、2027年までに官民投資5兆円、2030年までに5万人以上の人材交流を実施
• 日印半導体政策対話や日印経済安全保障対話（政府・民間）等のスキームを活用し、半導体分野の連携を進める
• 日印産業競争力パートナーシップ等を通じ、製造基盤整備と人材育成を推進
• HEV等マルチパスウェイ推進により、自動車の競争力を維持･強化
• 日印エネルギー対話や経済安全保障対話等を通じて、水素・アンモニア等のエネルギー分野の協力やサプライチェー

ン強靱化及び第三国展開を見据えた協力深化を進める
• 日印デジタルパートナーシップ2.0等を通じ、AIや量子コンピュータ等先端デジタル技術を含むデジタル領域での協力

を進める。

• コンテンツ分野の市場展開を推進
• 脱炭素/GX（JCM)の推進

バングラデシュ 資源・エネルギー安全保障・GX、
デジタル・サイバーセキュリティ

• 軽工業（繊維・輸送機器部品等）の生産拠点活用のため早期のEPA発効を目指す
• BIG-B（ベンガル湾産業成長地帯）構想の推進
• 官民合同経済対話等により、インフラ・エネルギー案件における投資環境改善や予見可能性向上を後押し
• デジタル・人材分野で、日本企業での活躍を見据えた人材育成や具体案件化を推進．

スリランカ 資源・エネルギー安全保障・GX、
マテリアル（重要鉱物・部素材）

• シリカ・グラファイト、ゴム等の天然資源を活用した輸出志向型産業回廊構想の具体化に向け、日スリランカ経済政
策対話等を通じ協議を推進するとともに、企業ミッション派遣やFSを通じた案件形成を後押し

• 同地域は、日本企業にとって高いビジネスポテンシャルをもつ地域。日本やASEANを上回る経済規模(4.4兆ドル）を有し、
人口も世界の4分の1 を占める大市場（約19億人）である。日本企業の営業利益見込みや黒字割合・シェアは増加している。

• 他方、企業からの関心は高まっているものの、政策の不透明さや市場の特殊性等について企業から懸念の声があり、案件組
成の後押しや、政策対話の場を活用したビジネス環境の改善等の働きかけが必要である。

• 中長期的には経済安全保障や産業多角化、第三国連携の観点で経済連携の強化を推進していく。
• さらに、国家安全保障上のインド太平洋地域の重要性を踏まえ、自律性のみならず、AI・デジタル基盤等の不可欠性確保に

向けた連携強化を図っていく。

主な国別アクションプラン・イメージ
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中東地域戦略の方向性

※赤字はMP採択済みの分野
※※北アフリカは中東に含む

連携に向けた有望分野 主なアクションの概要

サウジアラビア 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サ
イバーセキュリティ、AI・半導体、航空・宇宙、
コンテンツ

• 我が国のエネルギー強靱化に向けた協力（我が国への原油の安定的な供給の拡大、日本やアジアでの備蓄協力の拡充、
代替ルートの協力等）の更なる進展

• 日サビジョンを通じた、ゲーム・eスポーツ、AI技術、宇宙、ドローン等の分野における協力の推進
• クリーンエネルギー協力枠組「ライトハウス・イニシアティブ」の下での、水素・アンモニア、合成燃料等の具体的な案件の推進

UAE 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サ
イバーセキュリティ、AI・半導体、創薬・先端医
療、航空・宇宙

• 我が国のエネルギー強靱化に向けた協力（我が国への原油・LNGの安定的な供給の拡大、日本やアジアでの備蓄協力の
拡充、代替ルートの協力等）の更なる進展

• CSPIを通じた、脱炭素/GX（JCM）、先端技術（宇宙、ヘルスケア、SU（JU-CATの活用）ドローン・空飛ぶクルマ等）
における連携の加速化

トルコ 資源・エネルギー安全保障・GX、防災・国土
強靱化

• 自動車等の欧州向け輸出の生産拠点の高度化
• 現在交渉中の日トルコEPAを通じた、日本からのトルコへの投資を促進

カタール 資源・エネルギー安全保障・GX • 我が国のエネルギー強靱化に向けた協力（我が国への原油・LNGの安定的な供給の拡大）の更なる進展

モロッコ 資源・エネルギー安全保障・GX • 投資・貿易推進に関するMoCを踏まえた、欧州等への自動車部品の供給拠点の維持・強化

オマーン 資源・エネルギー安全保障・GX • 我が国のエネルギー強靱化に向けた協力（我が国への原油・LNGの安定的な供給の拡大）の更なる進展
• 水素・アンモニア・メタネーション事業、直接還元鉄事業、脱炭素/GX（JCM）の推進

エジプト 資源・エネルギー安全保障・GX、創薬・先端
医療

• 豊富な人口を踏まえた内需内製化や輸出産業の強化に向けた取組の推進
• ヘルスケア分野において、官民ビジネスミッションの実施、市場展開に資する案件を推進

• 同地域は、ロシア産原油・ガスに対して米欧が制裁措置を科している中においても原油・ガスを安定的に供給できる地域で
あったが、イラン情勢の緊迫化により安定供給に課題が生じた。他方、原油・ガスのポテンシャルの大きさは変わらず、引
き続きエネルギー安全保障の観点から非常に重要な地域である。我が国へのエネルギー安定供給に加え、「パワー・アジ
ア」の下、アジア各国での備蓄構築支援を含むエネルギー供給力強靭化に向けて、中東産油国と連携していく。

• また、化石燃料のみならず、脱炭素エネルギーでも重要なパートナーであり、ASEANと同様のGDP規模など、新興国として
のポテンシャルも大きく、情勢が沈静化すれば、イノベーションや新しいビジネスの実験場としての側面もある。

• 同地域との歴史的に良好な関係を最大限活かして、各国の国づくりや地域全体の経済発展を通して、同地域の安定とビジネ
ス機会の拡大を実現していく。 

主な国別アクションプラン・イメージ



連携に向けた有望分野 主なアクションの概要

南アフリカ 資源・エネルギー安全保障・GX、マテリアル（重要
鉱物・部素材）、デジタル・サイバーセキュリティ、
AI・半導体、創薬・先端医療

• 脱炭素・エネルギートランジション、自動車のライフサイクル循環に向け協力を推進
• ヘルスケア分野において、市場展開に資する案件を推進
• 官民ビジネスミッションの実施

ケニア 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サイバー
セキュリティ、AI・半導体、創薬・先端医療

• 自動車政策推進のための人材育成やファイナンス支援を実施
• GX・エネルギーやヘルスケア分野において、市場展開に資する案件を推進

ナイジェリア 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サイバー
セキュリティ、AI・半導体、コンテンツ、創薬・先端医
療、フードテック

• GX・エネルギー、製造業・農業・コンテンツ分野を中心に、市場展開に資する案件を推進

コンゴ民 資源・エネルギー安全保障・GX、マテリアル（重要
鉱物・部素材）、AI・半導体

• GX・エネルギー、マテリアル分野において、市場展開・サプライチェーン強靭化に資する案件を推進
• 投資環境整備にかかる政府間対話を実施
• 官民ビジネスミッションの実施

アンゴラ 資源・エネルギー安全保障・GX、マテリアル（重要
鉱物・部素材）、AI・半導体

• GX・エネルギー、マテリアル分野を中心に、市場展開・サプライチェーン強靭化に資する案件を推進

ザンビア マテリアル（重要鉱物・部素材）、AI・半導体 • マテリアル分野において、安定供給に資する案件を推進
• 官民ビジネスミッションの実施

モザンビーク 資源・エネルギー安全保障・GX、AI・半導体、フー
ドテック

• GX・エネルギー、農業分野を中心に、市場展開・サプライチェーン強靭化に資する案件を推進

コートジボワール フードテック、デジタル・サイバーセキュリティ、AI・半
導体、創薬・先端医療

• 農業、ICT、ヘルスケア分野で、社会課題解決に資する案件を推進

エチオピア 資源・エネルギー安全保障・GX、情報通信、デジタ
ル・サイバーセキュリティ、AI・半導体、フードテック

• GX・エネルギーやICT、農業・食分野において、市場展開に資する案件を推進
• AI・データサイエンス分野の人材育成・起業支援を実施

21

アフリカ地域戦略の方向性

※赤字はMP採択済みの分野

• 同地域は、若年層を中心とした人口増加や世界平均よりも高い経済成長率という成長力の高い市場であり、重要鉱物を始め
豊富な天然資源を有する経済安保上重要な地域でもある。

• ＴＩＣＡＤ９の成果に基づき、アフリカとのビジネス連携、第3国との連携を通じたアフリカとの連結性強化、日本の官民
連携を通して、アフリカの社会課題への対応、資源確保、GX、DX等に応じた日本企業によるアフリカへの展開を支援する。
また、AI・データサイエンス分野の人材育成・起業支援等の対アフリカの新たな産業、ビジネス、経済協力関係を共に作る
「共創」を推進する。

主な国別アクションプラン・イメージ
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中央アジア・コーカサス等地域戦略の方向性

※赤字はMP採択済みの分野

連携に向けた有望分野 主なアクションの概要

カザフスタン 資源・エネルギー安全保障・GX、
マテリアル（重要鉱物・部素材）、
フードテック

• 資源・エネルギーでは、重要鉱物の上流参画や日本への供給を目指すとともに、原油供給多角化先としての関係構築
• 「中央アジア＋日本」対話やJCM等の枠組みを活用し、再エネ等の脱炭素技術導入を推進
• 中央回廊に係るマスタープランを踏まえ、物流・輸送インフラ分野での案件形成と日本企業参画を支援

ウズベキスタン 資源・エネルギー安全保障・GX、
デジタル・サイバーセキュリティ、AI・
半導体、マテリアル（重要鉱物・
部素材）、フードテック

• GS予算やマスタープラン事業を活用し、JCMの活用・再エネ・系統安定化等のGX分野やIT人材育成やAIサービスの海外展開等
のDX分野における具体案件形成を推進。

• 資源分野では，重要鉱物の探査を進める。
• 物流・輸送分野では、中央回廊を念頭に連結性強化と日本のシステム・ソリューション展開を支援

トルクメニスタン 資源・エネルギー安全保障・
GX

• 産業多角化に資する大型プラント等案件について、政府間対話を通じて、案件形成に向けた関係構築を推進

• 脱炭素関連技術の導入、循環経済・廃棄物処理関連の政策対話やビジネス案件の組成

アゼルバイジャン 資源・エネルギー安全保障・GX、
フードテック

• 中央回廊の要衝として、物流・インフラ分野における連結性強化と案件形成を推進
• エネルギー分野では、潜在的な原油供給多角化先としての関係構築、JCMの活用や政府間対話を通じた協力可能性の具体化を

検討

モンゴル 資源・エネルギー安全保障・
ＧＸ、マテリアル （重要鉱物・部

素材）、航空・宇宙

• モンゴルの産業の多角化、人材協力、ドローンなど新規事業における日本企業の市場獲得支援
• 気候変動などグローバルな課題解決への日本の協力（JCM等）を推進
• 中央アジアへの玄関口として活用

セルビア 資源・エネルギー安全保障・GX、
デジタル・サイバーセキュリティ

• 2027年ベオグラード博への日本館出展を通じたビジネス連携機会の拡充
• セルビア国内の政策に沿ったエネルギー転換支援

• 同地域は、ロシアのウクライナ侵略等の影響を受け、地政学や経済安全保障面での重要性が増加すると共に、市場の潜在性
や連結性の観点からも重要な地域である。同地域における、経済の外部依存、弱い連結性、不十分な社会資本・制度整備と
いった経済構造上の課題を共に解決すべく、2025年12月に初の「中央アジア＋日本」対話・首脳会合が実施され、「グリー
ン・強靱化」「コネクティビティ」「人づくり」の３分野が重点協力分野として位置付けられた。同地域の成長の取込みや、
相互連結性の強化を目指す。

• なお、北東アジア地域の一部やEU外の東欧地域もグローバルサウスとして位置づけられうる中、大国の隣接地域として地政
学上の重要性が高く、経済的な機会を併せて追求していく。

主な国別アクションプラン・イメージ

※モンゴル・セルビアは便宜的に合わせて記載



連携に向けた有望分野 主なアクションの概要

ブラジル 資源・エネルギー安全保障・GX、航空・宇宙、マテリアル
（重要鉱物・部素材）、コンテンツ、創薬・先端医療、
フードテック、防災・国土強靭化

• 日本の内燃機関車維持のため、ブラジルの強みのバイオ燃料と組み、世界に発信
• その他、鉱物、エネルギー、コンテンツ、宇宙、ヘルスケア、防災など多分野で共創を推進

メキシコ 資源・エネルギー安全保障・GX、デジタル・サイバーセキュ
リティ、創薬・先端医療、フードテック、防災・国土強靱化

• 自動車サプライチェーンの見直しの他、農林水産、エネルギー、インフラ、ヘルスケア分野での連携促進

チリ 資源・エネルギー安全保障・GX、マテリアル（重要鉱物・
部素材）、フードテック

• 銅の安定供給に加え、新たなレアメタル資源への関与
• エネルギー、農林水産分野での協力

アルゼンチン 資源・エネルギー安全保障・GX、マテリアル（重要鉱物・
部素材）、フードテック

• 親米でプロビジネスなミレイ政権となった機会を活かし、銅・リチウムの確保や、エネルギー分野での更なる連携を
図る

ペルー 資源・エネルギー安全保障・GX、マテリアル（重要鉱物・
部素材）、防災・国土強靱化

• 鉱物、資源エネルギー、インフラ分野において、政府間対話等を通じて、日本の技術・知見を活かした案件形成
を推進

コロンビア 資源・エネルギー安全保障・GX、創薬・先端医療、フー
ドテック、防災・国土強靱化

• 資源エネルギー、農業、ヘルスケア、インフラ分野において案件形成を進めると共に、政府間対話等を通じてフォ
ロー

パラグアイ 資源・エネルギー安全保障・GX、マテリアル（重要鉱物・
部素材）、航空・宇宙、防災・国土強靱化

• インフラ、宇宙、エネルギー、鉱物分野において、日本の技術・知見を活かした協力を検討

コスタリカ 資源・エネルギー安全保障・GX、AI・半導体、創薬・先
端医療

• GX、医療・ヘルスケアやデジタル等分野における協力案件形成を推進
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※赤字はMP採択済みの分野

• 同地域は、人口が引き続き増加傾向にあり、生産年齢人口比率も比較的高く、海外日系人の過半が居住し、市場規模がASEAN 
の約1.7倍でこれを上回る水準にあり、経済成長ポテンシャルが高く、鉱物資源供給国が多い地域である。

• 喫緊の課題としては、米国の通商政策の変化（関税措置等）を背景に、既存のサプライチェーンに影響が生じており、日本企
業の輸出先多角化や、サプライチェーンの再構築が求められる。

• 中長期的には、資源への安定的なアクセス確保を図るとともに、一次産品輸出に依存する経済構造（いわゆるモノカルチャー
経済）の課題も踏まえ、CN燃料（バイオ燃料、e-fuel）や次世代自動車といったGX分野に加え、防災、農業、医療等の分野に
おけるデジタル技術の活用も含め、協力を推進していく。

• さらに、同地域は、日本のコンテンツの発信先、インフラ需要への対応、中小企業・スタートアップの進出先、日本への高度
人材の受入れ、日本の農林水産物・食品の輸出先といった様々な観点から重要性を有しており、各取組を戦略的に推進する。

主な国別アクションプラン・イメージ
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